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　近年，地域コミュニティが抱える少子高齢化や核家族化による地域コミュニティ特有の問題に対し，地域通貨が注目されて

いる．本論文では，自治体程度の大きさの地域コミュニティにおいて，既存の地域コミュニティ支援システムを活用し，地

域通貨の流通を図るコミュニケーション・フレームワークを提案する．また，実際に地域で運用されている支援システムに

提供し，実証実験を行った．その結果を示す．

Proposal and Implementation of Communication Framework Using Local
Currency for Regional Community

Yasuhiro Hayashi† Nobuo Saito† Hiroshi Komatsugawa‡

　 Recently, most of Japanese regional communities have common problems for the decline of the regional activity due

to age structures and family patterns. The local currency is expected as an effective tool to encourage voluntary activity

through knowledge sharing in the community. We study a framework of local currency that targets the circulation on

the information-based information system supporting social community service for residents. We examine our model

through the case study using a conventional Web-based system and confirm the effectiveness.

1. はじめに

現在，私たちの日常生活の生活圏である地域コミュ

ニティでは人と人との結びつき（人的ネットワーク）

の希薄化によりコミュニティが持つ相互扶助，といっ

た機能が失われつつある．そのため少子高齢化による

福祉・医療制度や核家族化による育児・教育などが深

刻な問題となっている．日常的に生活に密着した情報

を取得でき，また趣味嗜好や物理的な距離が近い他者

とのコミュニケーションができれば，例えば，主婦の

「少しの時間，子供を預かっていて欲しい」，お年寄

りの「話し相手が欲しい」，といった身の回りの不便

さを解消し，自立した市民による町づくりを行える可

能性がある．Small World[1]によれば，平均 6人の知
人を辿ることで米国内の未知の人がつながるという報

告もある．人的ネットワークを活用することでコミュ

ニティ内のすべての人の中から趣味嗜好や物理的な距

離が近い他者を発見し，コラボレーションや知識交換

ができる可能性がある．このため多くの NPO（Non
Profit Organization）や町内会，自治会において人的
ネットワークを見直す取り組みが行われている．地域
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通貨はそのコミュニティ機能を再生する 1つのツール
として注目されている．

また多くの自治体では地域情報化の一環として地域

情報インフラを整備している．このインフラを電子政

府や行政サービスの効率化のみに利用するだけでなく，

市民の生活に密着した情報サービスの展開を行い，有

効的に活用することが必要となっている．さらに次世

代の地域コミュニティにおいては，これまでの IT（情
報通信技術）を利活用した地域活性化の取り組みにお

ける客観的な評価が議論，総括点となる．そのためよ

り目に見える形でのサービスや利便性の向上が重要で

ある．

以上の社会的な背景から，市民活動の実態と融和し

た形でのコミュニティ指向の支援情報システムの整備

が一つの方策として考えられる．

本研究では市町村程度の大きさの地域コミュニティ

を想定し，既存システムを活用した情報の一元化と新

たに地域通貨を用いたコミュニケーション・フレーム

ワークの提案と実装を図った．具体的には，（1）北海
道・千歳市にて運用されている生涯学習支援システム

と地域の商業活動支援のための電子商取引システムの

ユーザ認証を統合するシステム改良を行った．各シス

テムのデータベーススキームを見直した．（2）地域通
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貨を用いたコミュニケーション・フレームワークを提

案し既存システムへの実装を図った．（3）実際に地域
の小学校にて実証実験を行い，提案フレームワークを

使用したコミュニケーションの有効性の検証と地域通

貨の流通試験を行った．

2. 地域通貨流通支援における問題点

2.1 地域通貨とは

地域通貨とはある特定の地域またはコミュニティの

内部でのみ流通する通貨である．運用はコミュニティ

のメンバーによって行われる．地域通貨の交換すると

いう形式的な行為から，実際のコミュニティでは希薄

化傾向にあるメンバー間のコミュニケーションを活発

化し，相互扶助のきっかけ作りを行うことを期待して

いる．また通貨交換の際の履歴を蓄積することで，誰

が，いつ，どのようなものに興味を示しているかといっ

た情報を取得することができる．これらの情報は経路

分析等を行うことで，通貨が流通するコミュニティ全

体の活性化，有益化につながる可能性を持っている．

国内においては実験段階のものも含めると 40都道
府県に約 300以上存在し，インターネット上などの地
理性に捕われない仮想的なグループやコミュニティの

間で流通するケースも見られる．また紙幣，硬貨，電

子的（電子マネー），といったさまざまな発行形態が

存在する．

地域通貨のマネーの流れは大きく分けて 2種類ある．
地域通貨を利用する参加者間で，商品・サービスとの

交換に利用する P2P（Peer to Peer）型と，運営団体
を設置し，地域通貨の発行から商品・サービスの交換

まで管理を行うサーバ・クライアント型に分けられる．

地域通貨の種類と流れ図を図 1に示す．

図 1: 地域通貨の種類と流れ図

2.2 流通支援における問題点

地域通貨を実践している多くの地域コミュニティで

は，その運用における IT（情報通信技術）の活用が遅
れている現状が存在する．このためいくつかのコミュ

ニティでは地域通貨の流通を支援するシステムを導入

しているが，問題点も存在する．

2.2.1 地域コミュニティ創生支援システム

北海道・栗山町では地域貨幣に基づくコミュニティ

活動を大規模かつ永続的に実施して行くための情報シ

ステムを構築し，クリンと呼ぶ地域通貨を用いた実証

実験を行っている [2]．研究開発では，自治体程度のコ
ミュニティにて，地域通貨の大規模運営を行った場合

の問題点を指摘している．

（1）紙による地域通貨運用の限界: 紙による貨幣およ
びメニュー表を用いた地域通貨ではサービス情報に関

する追加・変更・削除等の改訂作業が困難である．

（2）相手との適度な関係: 相手の素性が分からない状

況において，いきなりサービス提供の依頼をすること

はしずらい．

（3）プライバシー情報の開示: 流通の際に，紙による
メニュー表では電話番号等のプライバシー情報が開示

される．

以上の問題点を踏まえて，栗山では情報システムに

よる地域通貨流通の際の信頼を確保するために，コー

ディネータという仲介の役割を受け持つ人間をシステ

ムに適用している．コーディネータはサービスの依頼

を受け付けると，システムが提供するサービスプロファ

イルの中からサービス提供者を選び出し，依頼者に紹

介を行う．

2.2.2 ICカードを用いた地域価値交換システム

神奈川県・大和市では地域の経済とコミュニティの

維持と再生を目的に，名称を LOVES（LOcal Value
Exchange System，ラブス）という ICカードとWeb
システムを用いた地域通貨交換システムを構築し，本

稼働している．研究開発および運用において，地域通

貨利用におけるいくつかの問題点を指摘している．

（1）運用ポリシーの設定: LOVES は参加者に予め
10000ラブを配布し，毎年年末に 10000ラブにリセッ
トされる．市民に気軽に地域通貨を利用し，また通貨
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の貯蓄を防止ための対応であるが，地域通貨の交換が

ある回数を越えると必然的にインフレーションを起こ

す．

（2）地域通貨に対する共通理解とそれに対する負担:

地域商店街でのクーポン利用による事業者の負担が挙

げられる．地域通貨の経済的利用を行う場合，通貨の

持つ経済的価値と地域コミュニティ内の循環性を高め

る必要がある．現状では通貨の循環システムは存在し

ない．商店にたまる地域通貨の行き先がない．

このため大和では，運用ルールの改定や，市民がボ

ランティア活動をしたり，公共施設などを利用すると

通貨を獲得するなどの仕組みを設置している．また，

地域通貨の循環する仕組みを作るために，市のホーム

ページに商店のバナー広告を掲載したり，電子地域通

貨以外に紙幣の地域通貨との連動を図っている．

2.2.3 P2P型ローカルマネーシステム

地域通貨は利用者間の対等な関係において交換され

るため，本来クライアント・サーバ型よりも P2Pシス
テムとの親和性が高い．このため，Mojo Nationや，
I-WAT，といったインターネットを活用したPureP2P
型の地域通貨交換の研究もいくつか行われている．

Mojo Nationは，Napstar類似の分散モデルによる
独自の P2Pのファイル交換ソフトにて，他者と交換し
たいデータの送受信を行う際に，利用者は対価として

地域通貨を得ることができる．地域通貨を介在させる

ことで確立される市場アルゴリズムにより，Gnutella
などの他の P2P環境において生じる，共有地の悲劇，
フリーライド（ただのり）する利用者の排除，を期待

している．また，I-WATでは，既存の地域通貨WAT
清算を PGP（Pretty Good Privacy）技術によって応
用し，第三者による地域通貨の偽造を防止している．

Mojo Nationでは，Mojo Nationにより中核的にで
地域通貨が管理されるため，本来の P2P型との整合性
がとれていない問題がある．また，I-WATでは PGP
を用いるため，地域通貨発行者が流通過程において取

引された全ての利用者の公開鍵を取得する必要がある．

3. 地域通貨流通のためのコミュニケーショ
ン・フレームワークの提案

3.1 提案フレームワークの特徴

前章の問題点に基づき，本研究で提案する地域通貨

流通のためのコミュニケーション・フレームワークの

特徴を述べる．地域コミュニティ指向のシステムにフ

レームワークを組み込むことで，各システム間での機

能の連携や，地域通貨の交換と履歴情報の取得を可能

なものとする．以下に主な特徴をまとめる．

• 既存地域コミュニティ支援システムの活用
• 地域通貨の交換によるユーザの履歴情報の取得
• 他の地域コミュニティへの適応のし易さ
• 導入コストが低い

3.2 Identifierの統一と同一 Identifierを使い続け
ることの合理性の追求

IT（情報通信技術）を用いて，地域コミュニティでの
地域通貨を交換する行為を実現し，交換履歴を容易に

取得するためには，既存の地域コミュニティ支援システ

ムを有効利用することが効率的である．しかし一般的

に多くの地域コミュニティ支援システムは，それぞれ独

立した目的を持って運用されている．そのためシステム

は，図 2に示す，教育・福祉などの Social Community
（SC）と商業などの Business Community（BC）を支
援するシステムに分類できる．このため各システム間

での情報共有は困難なものとなっている．

また，ユーザが各システム間をまたがって地域サー

ビスを利用するためには，個人を識別するための各シ

ステムで共通となるユニークな Identifierを持つ必要
がある．さらに，ユーザが同じ Identifierを使い続け
ることが合理的な行動だと仕向けることが重要となる．

個人の行動がのちに正の経済効果をもたらすのであれ

ば，利用者は同じ Identifierを利用する可能性は高い
が，反対に，ユーザが成り済ましや詐欺などを目的と

する場合は，当座的，使い捨ての Identifierとして利
用する可能性が高くなる．このため，同一 Identifierを
使い続ける合理的行動を誘引するために，図 3に示す，
地域コミュニティの形態に併せた形でのサービス連携

を行い，地域コミュニィの外に向けての情報発信だけ

でなく，コミュニティの内側にいる市民の日常生活に

役立つ情報を，一元的に入手できるようなシステム構

成の改善が求められる．
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図 2: 現在のコミュニティネットワーク概念図

図 3: 将来のコミュニティネットワーク概念図

3.3 ユビキタスな地域通貨交換環境の提供

ユーザがいつでもどこでも（ユビキタスに）地域通

貨をやり取りできる環境を予め整備することで，交換

による履歴情報の取得機会を増やすことが可能とな

る．既存システムに対しては，図 4に示す通り，共通
の Identifierをベースとして，地域通貨の入出力管理
を行う通帳システムを配置する．これにより異なるコ

ミュニティにおける，より多くの交換履歴情報の取得

につなげる．

図 4: 地域通貨の導入レイヤー

3.4 交換履歴からの人的ネットワークの表現

取得した履歴情報は，地域コミュニティに限定する

ことで，地域コミュニティ属するメンバーに有益な知

識データベースとして取り扱うことができる．これに

より趣味思考や物理的な距離が近い他者を発見するこ

とが期待される．

4. 実装
4.1 システムの機能と構成

提案したコミュニケーション・フレームワークを地

域コミュニティで実際に運用されているシステムに適

用し実装を行った．市民が分散した日常生活に関わる

地域の情報を一元的に入手することができ，市民間の

情報共有が可能なものとする提案フレームワーク適用

後のシステム全体の機能を以下に示す．

（1）共通ユーザプロファイル管理: 各既存システム
で共通のユーザプロファイルの新規登録，編集および

ユーザの無効化を行うことができる．各ユーザの地域

通貨の交換履歴から個人の FOAFメタデータを生成
し，公開等を行う．

（2）地域通貨の交換機能: ユーザの地域通貨の入出金
の管理等を行う．

（3）生涯学習の支援: 生涯学習に関する映像教材の提
供，電子会議室管理，個人間でのボランティア・サー

ビス交換，RSS更新情報提供等を行う．
（4）電子商取引の支援: 地域事業者向け電子商取引の

展開，商品管理，取引管理，RSS更新情報提供等を行
う．

（5）その他，市民向けコンテンツ: 商店，行政，市民
グループの情報，イベント情報など提供を行う．

実装には J2SE（Java 2 Standard Edition）1.4 を
ベースとしたクライアント・サーバ型の構成とした．

サーバは地域での実利用を想定していることから，導

入時のコスト低減のため PC-Unix，Jakarta Tomcat，
PostgreSQL等を使用している．提案フレームワーク
を実装する前のシステム全体の構成図を図 5に，また
実装後の構成図を図 6に示す．

図 5: 改良前のシステム構成図

4.2 実装手順

今回テストベッドとして，北海道・千歳市で運用され

ているシステムを採用した．実装は次の手順にて行っ

た．（1）実装する地域コミュニティの選定と既存シス
テムの把握（2）ユーザ管理の統合と改良（3）ポータ
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図 6: 改良後のシステム構成図

ルサイトの設置（4）提案フレームワークの実装

4.2.1 北海道・千歳市での取り組み

北海道・千歳市では 1998年以降，市内の主要な公共
施設や教育機関・商業機関に敷設したギガビット LAN
を利用し，地域の大学と連携をした市民参加型のWeb
アプリケーションの開発とサービス検証実験を行って

いる．

（1）生涯学習システム: 近年，福祉ボランティアは地
域の生涯学習の一環として行われることが多い．この

システムでは行政が管理している生涯学習と福祉ボラ

ンティアの様々な情報をデータベース化し，生涯学習

のVoD（Video on Demand），人材の検索等を行うこ
とができる．サービスの実現に向けて，行政がシステ

ム管理を行っている．

（2）電子商取引支援システム: 近年，多くの地域コ
ミュニティでは中心市街地の空洞化が深刻な問題となっ

ている．この問題の解決にシステムでは，ホームペー

ジ閲覧や電子メールの利用等の簡単な知識で，地域の

事業者が容易に電子商取引を展開可能なものとなって

いる．サービス運用の実現に向けて約 300の地域事業
者，商工会議所と連携して行われている．

提案フレームワークの適用のために，今回はこの 2つ
システムを用いて地域情報の統合を図る改良を行った．

4.2.2 既存システムの改良

（1）ユーザ管理の統合: 運用されている各システムの
ユーザ認証の機能とデータベースのスキームおよびリ

レーションについての分析を行った．その結果から各

システムにとって共通部分となる氏名，住所，メール

アドレスなどのスキームを抽出し，それを共通ユーザ

プロファイル・データベースとした．（2）ポータルサ
イトの提供: 地域コミュニティ内のユーザを対象とし

た，種類や提供者の異なる多様な地域情報を一元的に

提供した．

（3）電子会議室の提供: 既存の生涯学習システムが有

していた簡単な掲示板機能を改良し，スレッド型の電

子会議室に変更した．また生涯学習の教材コンテンツ

との連動を図り，受講した学生同士や先生間での質疑

応答に利用することを可能とした．さらに市民が有益

な発言を行ったユーザに対して，地域通貨の送金でき

る送金ボタンを設置した．生涯学習教材コンテンツと

の連動を図っているスレッドでは，その教材の先生に

対して，反対に先生から学生に対しても送金を可能な

ものとした．電子会議室のトップ画面を図 7に示す．

図 7: 電子会議室画面

4.3 提案フレームワークの実装

（1）地域通貨の交換機能: 地域通貨の交換を行うため

に通帳機能を実装した．通帳機能は，地域通貨の入出

金の管理，送り元，送り先，金額，理由等を記録する．

地域通貨を他人に送る場合は，送金フォームから送金

する．サーバとの通信には SSLを使用している．
（2）ボランティア・サービス交換機能: 地域通貨を
用いた市民ボランティア・サービスの交換機能を実装

した．ボランティア・サービスを依頼したいユーザは，

依頼フォームにて，依頼内容，希望日時等を入力し登

録を行う．対して，ボランティア・サービスを提供し

たいユーザは，提供フォームにて同様の内容を登録す

る．サービス交換機能を管理する管理ユーザは，入力
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された情報，プロファイル情報，地域通貨の交換履歴

を基にして，条件に合ったユーザのマッチングを行う．

適合したユーザが存在した場合，両者に対してメール

もしくは電話にて連絡を行う．今回，ボランティア・

サービスの運営および管理には，社会福祉協議会を想

定している．

5. 評価

5.1 電子会議室の実効性評価

今回，地域で運用されている既存のシステムの機能

を改良することで，地域通貨流通の仕組みを導入した．

システムの機能として，地域通貨の交換は電子会議室

にて行われることから，今後地域通貨の有効性を検証

するために，電子会議室機能の実効性を確認する実験

を行った．

実証実験は，地域の小学校の総合学習の講義の一環

として行った．地域の小学生 5，6年生，合計 93名を対
象に，視覚障害者向け福祉ボランティアに関する生涯

学習映像コンテンツを閲覧して学習を行った．学習者

の質問や疑問は，質問用紙にて問い合わせると，ネッ

トワークを介して電子会議室に参加している先生に問

い合わせる，の 2つの形式を採り比較を行った．先生
役には，福祉ボランティアに詳しい地域の社会福祉協

議会の方，2名を採用した．

実施後，受講者の理解度を量るミニテストを行った．

その結果を表 1に示す．

表 1: ミニテスト結果（10点満点）

　 平均点

5年生（システム未使用） 5.6

5年生（システム使用） 6.0

6年生（システム使用） 6.3

5.2 地域通貨交換の試行

引き続き小学生に，電子会議室上の交換機能を使用

し，学生同士，学生と先生間で地域通貨のやり取りを

行った．状態遷移を記録することで，ボランティア・

サービス交換機能にて，ユーザのマッチングを行う際

の参考データとした．

試行では，予め被験者の地域通貨の交換に際し，次

の条件を加えた．（1）各被験者は，通貨交換開始時に

1000ccの地域通貨を保持する．（2）残金が 0になると
相手に対して送金を行うことができない．（3）共感で
きる発言が存在したときに，その発言者に地域通貨を

送金する．

結果，（1）会議室数: 8，（2）記事数: 538，（3）地域
通貨の取引数: 114，（4）最小交換値: 1cc，（5）最大交
換値: 1000cc，（6）平均交換値: 189cc，となった．
また次のようなメッセージが交換された．

• ほかのひととはちがい，要望をだすとは・・・さす
がです．

• 先生の話よく聞いていたんですね！さすがですね．
私なんてすっかり忘れていましたよ

• 風邪早く直してがんばって！

さらに次のような小学生らの感想が得られた．

• お小遣いをもらった感覚
• 数値がリアルタイムに変化するのが楽しい
• 地域通貨を溜め込むと友達から非難される

6. まとめ
運用されている地域コミュニティ支援システムの構

成と機能を変更するフレームワークを提案し，電子的

な地域通貨を流通させる仕組みを実現させた．小学校

における実証実験からシステム改良に伴う機能連携に

おいて，電子会議室と生涯学習システムの機能の実効

性を検証した．また地域通貨の流通機能を試行し，交

換履歴として得られる情報を把握した．

今後は，地域通貨の履歴をマルチエージェントが知識

DB以外のデータを参照できるデータモデルとし，ユー
ザ同士のマッチング評価に展開していく予定である．
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